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Ｉ は じ め に

本稿では，生涯学習事業と資格との関係について考察するが，まず，生涯学習
事業の概略をみることにする。
一般的に生涯学習事業を大きく分けると，公的機関力罫学習機会を提供する事業
と，民間における学習機会提供の事業力欝ある。
地方において学習機会を提供している公的機関は，県及び市町村の教育行政並
びに学習センターや公民館などの教育施設，一般行政並びにその付属施設である。
この他に，国公立大学・私立大学・短期大学・高等専門学校・専修学校もある。
民間における学習機会の提供は，多種多様であるが，主のものをあげると，社
会教育関係団体をはじめとして各種団体・グループ°・サークル，従業員に対して
企業内教育や社内教育を行う会社・企業，各種の講座を開設している民間カルチ
ャー・センター，伝統的な習いごとを伝授する家元制度，各種学校，通信教育機
関，塾・各種の教室などである。
公的機関または民間で実施している生涯学習事業の中には，直接的に資格と結

びつくものもあるけれど，資格とは無関係のもの力：大部分である。
次に，考察の視点となる資格の一般的な概念などについて考えてみることにす
る。
資格という言葉は，いろいろな場合や意味などに使われている力ざ．「日本国語大
辞典」（小学館発行）によると，「ある事を行なうのに必要な，また，ふさわしい
身分･地位･立場，また，必要とされる条件」とあり，「広辞苑」（岩波書店発行）
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には，「身分や地位。また，そのために必要とされる条件｣と書かれている。いず
れも，資格とは，身分や地位であり，また，それに必要とされる条件であると，
定義している。
しかし，従来から資格という言葉は，後段の「条件」という面にウエートを置

いて用いられ，「資格即条件」というように思われてきている。特に教育・学習
や，任用・就職との関係からみると，条件の面から多く使われている。例えば，
社会教育主事資格，教員資格の認定，防火管理者の資格，弁護士資格，医師資格
国家試験，あるいは，入学資格，基礎資格，受験資格，資格要件などという言葉
は，そのことを如実に物語っている。
従って，資格の種類といえば大抵の場合，実施あるいは認定する機関により分

類されている。それは，
①国家資格（国または地方行政機関が法律に基づいて実施，あるいは認定す
る資格）
②公的資格（国家資格に準ずるもので，団体が実施し，国または地方行政機
関が認定あるいは指定する資格）
③民間資格（民間団体など力：実施し，あるいは認定する資格)，などである。
これらの資格は，専門的なものがほとんどで，認定のために明確な基準力ざ定め
られ，その基準に達したときに資格が付与されるものである。この基準をクリア
ーしたかどうかを認めるには，学校で，研修・講習で，専門講座などで学ぶ場合
と，試験による合格の場合とがある。
私は，この三種類の資格を総称して「与える資格」あるいは，「フォーマルな資
格」（いずれも仮称)ということにする。そしてこの与える資格を，「制度的資格」
（国家資格及び公的資格）と「民間資格」に分類したほうが，すっきりすると思
う。
近年，生涯学習の進展に伴い，資格を生涯学習の評価の観点から考えられてき
ている。国立教育会館社会教育研修所研修指導主事の古市勝也先生は，「学習者の
うち希望する者に対して修了証や認定証の交付，独自の単位認定，免状・資格の
交付を行うことは，生涯学習推進の一つの方法であると言えよう」また，「希望す
る人には生涯学習における学習成果を修了証・認定証の交付，単位や資格の認定
などにより評価する仕組みを…」（ぎようせい発行「現代生涯学習全集第12巻｣）
と述べている。
ところ力ざ，市町村などの生涯学習事業では，学習修了者に対して修了証などを

授与している程度である。その場合，「修了証即資格｣といえるかどうか幾らかの
疑問が残る。なぜならば，通念上の「与える資格」とは異なI),基準による認定
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でもないし，身分や地位に必要とされる条件を満たしているとは限らないので，
法的・社会的に認知された資格とはいえないような気がするからである。
しかし，資格の定義である「身分や地位」の解釈の仕方によっては，学習結果

の修了証であっても，資格ということができるようでもある。
私は，このような資格を，「与える資格」に対して，「評価としての資格」ある
いは「インフォーマルな資格」（いすれも仮称）ということにする。
なお，多くではないが県や市町村で独自の資格制度を取り入れた生涯学習事業

を実施している場合がある。
これは，「与える資格」と「評価としての資格」の中間に位置するものとみて，
「地域における独自の資格」（仮称）ということにする。
資格を三種類に分類したが，これを基にしてこの後の稿を進める。

II秋田県における生涯学習事業と資格との関係

秋田県及び県内の市町村などの公的機関が行っている生涯学習事業の中から，
資格に関係すると思われるものを幾つかあげ，それらについて考察してみる。
１市町村における生涯学習事業と資格
(1)高齢者大学など大学と称して実施している事業と資格
秋田県生涯学習センターでは，平成３年に「市町村における生涯学習に関する

事業の調査｣を実施している力:，これによると，「生涯各期の学習に対する援助事
業」は1657事業，「生涯学習啓発および条件整備事業」は453事業と報告されてい
る。これらの事業の中で資格と関係ありそうなものものを調べてみたが，該当す
るものはほとんど見当らない。

表１大学等の名称を冠した事業数

X ( )は澗柵徽醗細W糊る
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ただこの中で，大学・大学院・大学講座・塾など，学校教育の高等教育機関を

連想するような名称を冠しているものが，表１のように高齢者対象事業中心にか
なりの数になっている。
大学等の名称の事業は，概ね月１～２回開設し，年間60時間前後学習している
のが大部分であり，数年継続して実施しているものも少なくない。中には進級制
を取り入れ，最終的に大学院としているところもある。
これらの実施市町村の多くは，学習機会の提供だけで終っているが，修了者に

対して修了証を授与している市町村もある。そして，その市町村の人材センター
や人材銀行に登録し，学級・講座等の講師や団体・グループ°の指導者，生涯学習
奨励員として活用している場合もある。しかし，需要との関係で十分に活用でき
ない悩みもあるようだ。
この修了証は，正規の資格といえるかどうかを決めることは難しいが,「評価と
しての資格」とはいえるものと思う。
(2)一人一資格講座の実施
市町村における生涯学習事業と資格の関係について，一般的には前項で述べた
通りであるが，特色ある事業を一つあげてみる。
大館市中央公民館では，平成６年度から，市独自の資格を与える事業として｢一
人一資格講座」を実施している。
この事業は，一人の市民に最低一資格を取得させ，市民がプライドを持って，

活気あるまち創りやまちの活性化に資格を活用することをねらいにしている。
平成６年６月からを第１期として,「フィールドワークアドバイザー(名所案内）
講座｣，「舞台音響講座｣，「舞台照明講座｣，「応急処置講座」の４講座を開設して
いる。
講座によって異なるが，一般市民及び市内在住高校生を対象に,10～25名を定
員とし，１日２時間程度，５～12回学習することにしている。
「フィールドワークアドバイザー講座」の学習内容は，表２の通りである。市

観光物産課，市観光協会，地元バス会社などの職員力:講師を務め，大館市内10地
区にある49の名所・旧跡の歴史と，大館市の特産物などについての理解を深める
とともに，ガイドの仕方を身につけ，観光客の案内ができることをねらっている。
そのため机上だけの学習ではなく，市内を巡回しながら現場での学習を重視して
いる。
講座修了者には，修了証を授与し，大館市観光協会のボランティアガイドに登
録して市内観光案内の手伝い役として活躍することを期待している。
「舞台照明講座」の学習内容を示したのは表３である。
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表２フィールドワークアドバイザー講座の学習内容

4９

表３舞台照明講座の学習内容

｢舞台照明及び音響講座」は，ステージ業者や文化会館の職員などを講師にし，
竜文化会館の施設・設備や中央公民館の音楽室などを使用して，舞台照明や音市民文化会館の施設・設備や中央公民館の音楽室などを使用して，舞台照明や音

響についてその操作方法を学習するもので，市民の中から舞台操作のできる肴を

回 学 習 内 容

１

２

３

４

５

６

◎大館市の観光について
◎大館市の歴史について
◎史跡・建造物・人物について
◎自然・天然記念物について
◎昔話・伝説について
◎観光コースについて
◎ガイドの役割
◎ガイドの仕方
◎受講者が名所案内コースを作成
模擬ガイド

◎実地研修

回 学 習 内 容

１

２

３

４

５

６

７

８

９

０

１

２

１
１
１

◎舞台用語及び安全について
◎舞台設備の操作・扱い
◎照明器具などの扱い
◎音と照明について
◎調光卓の操作
◎アトラクションによる実演
◎舞台設定によるプラン創り
◎前設定の仕込み図の提出検討
◎Ａの仕込み図を使い実演
◎実演に関する打合せ
◎Ｂの仕込み図を使い実演
◎音轡講座と合同打合せ
◎実演
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育てようとするねらい力笥ある。
講座修了者には，修了証を授与し，文化会館や公民館などで行う市主催の催し
物の舞台装置や操作への協力を期待している。
「応急処置講座」は，大館広域消防署職員を講師とし，応急介護の知識と技術

の習得を目的とした学習である。この学習によって身近に起こる事故などに対処
する能力を養い，事故力ざ発生した時など学習の成果を有効に活用し，その知識・
技術（資格）を役立てることを期待している。
大館市中央公民館の「一人一資格講座」について述べてきたが，実施して間も
ないのでまだ評価はできないが，いずれの講座も受講希望者が非常に多いようで
ある。市民からは今後も事業を継続して欲しいとか，講座種目を増やして欲しい
などの声が高まっているとのことである。
公民館では，第２期以降の講座内容として「在宅介護」や「建築士」など正規
の資格取得をめざす講座を開設したい考えで，現在検討中のようである。
この事業には，三つ特色力ざあると思う。
第一は，資格を取得し，それを活用したい市民のニーズに応え，大館市独自の
内容で計画した学習機会を提供していること。
第二は，市民全員になんらかの資格をもたせることを目標にし，その援助ため
の事業を開発するとともに，取得した資格を社会に役立てるよう働きかけている
こと。
第三は，地方における重要な課題である，まち創り．まち興しに，資格を結び

つけようとし，その資格者を公民館の事業として養成しいること，などである。
２県における生涯学習事業と資格
(1)長寿学園「グレート・アカデミー平成」と学習指導士
秋田県生涯学習センターでは，平成元年から，高齢者指導者養成事業，長寿学
園「グレート・アカデミー平成」を開設している。
長寿学園については，筑波大学の清水一彦先生が，「日本生涯教育学会年報｣第
13号の「生涯学習成果の大学単位転換の考え方」の中にかなり詳しく紹介してい
るので，重複する点もあると思われるがその概要を述べ，資格との関係を考察し
てみる。
この学園は，高齢者に対して総合的で体系的な学習機会を提供することにより，

地域文化の振興に参画する活力ある指導者の資質を養い，高齢者の生きがい対策
の充実を図るために，５５歳以上の男女を対象に開設したものである。事業実施し
てから５年経過し，この間幾らかの変更はあったが，大筋では開設当初と変わっ
ていない。
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開設課程としては，専門課程と総合課程を設けている。
専門課程は，学習分野を限定し，専門的に深く堀り下げた内容を履修するもの
で，秋田市にある県生涯学習センターを会場にして，５学科（社会福祉学科，郷
土文化学科，園芸造園学科，古典文学学科，スポーツ・レクリエーション学科）
と，能代市の総合福祉センターを会場にして，総合福祉学科を開設している。こ
の６学科合わせて定員は140名である。
総合課程は,1科目を16時間として，さまざまな分野の科目を総合的に履修す
るもので，４地方の公民館・福祉センター・広域交流センターを会場にして，そ
の地域の特色を表す名称をつけた４コース（あやめコース，あおがきコース，さ
ざなみコース，たなばたコース）を開設している。この４コース合わせて定員は
160名である。
学習時間は，午前２時間，午後２時間の１日４時間，４月から翌年３月まで毎
月２回の年間24回，９６時間行われている。正規の学習内容以外に年12回のクラブ
活動日を設け，放課後同好の仲間たちとクラブ活動を行っている。この外,開講
式・修了式はもちろん，フィールド・ワーク（野外研修)，学園祭なども実施して
いる。
修業年数は２年であるため，２年間を見通した学習プログラムを作っている。
プログラムの一例として，総合福祉学科の２年目の学習計画表の一部を表４に示
している。

表４総合福祉学科学習計画表

１回～８回（４月～７月）

午前
午後

生 活 と 科 学 ( 1 M )
秋 田 先 覚 の 思 想 （ １ 靴 ）

９回～１６回（８月～１１月）

午前
午後

世 界 の 中 の 日 本 （ ｌ 輔 ）
高齢者の悩み事相談事例（１繩）

１７回～２４回（１２月～３月）

午前
午後

ふ る さ と 歴 史 散 歩 （ １ 靴 ）
社会福祉とボランティア(1 " )
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この学園の特色は，清水先生もあげているように「単位制」を敷いていること
と，所定の単位を取得した者に，「学習指導士」の認定書（資格）を授与している
ことである。
単位は，各学科・コースにおける１学習科目16時間を１単位として取り扱い，

学科・コースで取得できる単位は，年間６単位である。１学習科目と単位の関係
は，表４にその例として記入している。
学習によるものは６単位であるが，これに①クラブ活動または研究論文提出
により，１単位，②進級（１年目修了時）及び修了（２年目修了時）レポート
提出によI),1単位，③各受講者の任意による自主的な生涯学習32時間にたい
して，２単位を加えることにより，年間10単位を取得する。なお，③の受講者の
自主的な生涯学習とは，この学園以外のさまざまな生涯学習（県や市町村，大学
や短大，民間力ざ主催しているもの）事業などに参加していることで，主催者が発
行する参加証明書の提出によって認定している。
２年以上在学し，所定の20単位を取得した者には，次のような特典を与えてい

る。
①学習指導士の認定証書を授与する。この認定証書には「あなたは秋田県教
育委員会主催の長寿学園『グレート・アカデミー平成』において専門課程を修了
しましたので学習指導士の称号を与えこれを証します」と書かれている。②修
了の章（バッジ）を授与する。③県生涯学習センターの人材活用名簿（アカデ
ミー会員名簿）へ登録する。④地域の社会教育活動，生涯学習活動の指導者と
して推薦する，などである。
修了者には，「学習指導士｣の資格を与えているが，平成５年９月実施の受講者
アンケート調査によると，表５のように資格を得てそれを地域で活用することを
目的に受講している者は15％に過ぎない。大部分は自分自身力§満足するためや個
人としての生きがいの追求を受講目的にしている。

表５長寿学園の受講目的(複数回答）
- -

項

Ｉ成果を地域で活か
好きな分野を学習
幅広い教養身につ
新たなIII会いを求
その他

計

％

la3
４４３
６80
３a５
q５

１６３６
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平成６年３月に,平成元年度から平成５年度までの受講生1385人のうち446人を

対象として「修了後の活動調査」を実施している。回収率は77.6％であるが，こ
の結果をみると，県や市町村で主催する事業や講座等，各種法人，民間企業など
が主催する事業や講座等，グループ・サークルの学習会等の指導者・講師・世話
人として活動した経験を有する者は43.4％である。また，半数以上の52.6％の者
は今後の活動について意欲を持っている。
先に述べた受講目的調査と修了者の活動調査とでは，対象者ｶｶ異なるので，一

概に比較することはできないが，受講中は学習成果の活用を目的にしている者は
少ないけれども，全課程を修了し,20単位を取得して学習指導士の資格が与えら
れると，その資格を活用しなければ，と考える者が多くなっているといえる。
(2)農業近代化ゼミナールと青年農業士や女性農業士等
秋田県では昭和39年に，教育委員会の所管である青年学級と，知事部局の農政

部所管の4Hクラブとを統合した農村青年の学習組織「農業近代化ゼミナール」の
開設を市町村に奨励した。学習プログラムの内容は，一般的教養や仲間づくりと，
農業の知識や技術を併せたものであり，指導には前者が社会教育主事や青年学級
主事・講師，後者が農業改良普及員や農業指導員などが当たった。
一時は，農村青年の学習組織の中核をなし各市町村に設置され，会員数は全県

で数千人に達していた。
しかし時代とともに，農業は衰退，農村生活が変化，兼業農家が増え，農業青

年は急激に減少している。これに伴い農業近代化ゼミナールも衰退の一途をたど
ってきている。現在ではその開設市町村も開設数も減少し，会員数は全県で五百
人以下になっている。
このような状況の中で，新しい時代に対応する有能な農業者を育成するには，

農業青年自身の学習意欲を喚起するとともに，地域の優れた農業者の指導援助が
極めて重要であると考えられている。
農業者に自信と誇I)をもたせるため，地域農業青年の育成指導と地域農業の先
導者として活動を促進することをねらいにして，自らが模範的農業を実践しなが
ら，地域農業の振興に意欲的に取り組んでいる者を「農業士」として認定する制
度を設けたのである。
農業士には四つの種別があり，昭和46年度から実施した青年農業士，昭和48年

度からの経営農業士，昭和52年度からの指導農業士，平成５年度からの女性農業
士である。
それぞれの農業士には認定基準がある。青年農業士の場合は，①農業近代

化ゼミナール研修の全課程を修了した者，または，それと同等以上の資質を有す
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ると見込まれる者。②近代的な感覚で農業を実践し，本人の関係する経営部門
に関して，高度な知識，技術を有している者。③農業近代化ゼミナール等地域
集団活動に積極的に参加し地域農業のリーダーとして期待される者。④年齢が
概ね23歳以上30歳未満の者となっている。
青年農業士の認定を受けようとする者は，認定申請書，調書と農業近代化ゼミ
ナール研修履修証，経営改善レポートに，市町村農業総合指導センター所長の推
薦書を添付し，地区の農業改良普及所長，農林事務所長を経由して県農業士認定
委員会委員長に提出する。県農業士認定委員会は，農政部長を委員長とし14名の
委員と９名の幹事で構成されている。認定委員会は，推薦された青年農業士候補
者について，書類審査・現地審査・面接審査・総合審査を行い，農業士として適
当と認められるかどうかを決め，認められた者を知事に申請し，知事が認定証書
を授与する。
経営農業士は概ね30歳以上40歳未満の者，指導農業士は農業経営者で概ね41歳
以上60歳未満の者，女性農業士は概ね40歳以上55歳未満の女性農業者を対象に，
青年農業士と同じような手順で認定しているが，もちろん認定基準の内容は，対
象によって異なっている。
これら農業士の認定を受けた者は，平成５年度末で，青年農業士145人，経営農

業士225人，指導農業士155人，女性農業士22人，合計547人であり，この資格を取
得することは，かなり厳しいといえるようである。
資格の活用について，青年農業士と女性農業士の活動を中心にみることにする。
青年農業士の主な活動は大きく二つに分けられる。①農業近代化ゼミナール
運営の中核となI),農業青年に対し，新しい農業経営者となるための研修の目標
と励みを与え，学習意欲の喚起を図っている。②自ら近代的な農業の実践者と
なるよう努力し，その実践を通じ自主的な組織活動を高めるとともに，地域農業
を推進するためのリーダーとなり，地域農業に対する提言を行っている。
女性農業士は，女性農業者が働きやすく住みよい地域づくりや地域活性化の先
導役となり，また，農村女性の組織活動を助長するリーダーとして活動し，資格
を地域農業の振興に役立てている。
この農業士の資格制度の特色は，資格認定が中心に据えられ，認定基準を明確
にし，認定方法もかなり厳重である。
ただ，農業士の認定基準の中に農業近代化ゼミナールの研修修了という条件が

あるが，先に述べたように市町村開設の農業近代化ゼミナールは衰退し，過去の
ような系統的・継続的な学習の実施が困難になっている。そのため，県段階で１
年に数回実施している研修会や農業近代化ゼミナール大会などのイベントに参加
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したことを農業近代化ゼミナールの研修履修と認めているようである。
市町村や県で実施している生涯学習事業の資格の与え方は，長寿学園のように
単位制によって資格を与えているものもあるが，それでも学習修了が原則である。
まして大多数の生涯学習事業では，学習修了したことにより資格を得たとみなし
ているが，農業士の場合は資格認定制度によるものであるところに大きな違いが
ある。
(3)生涯学習情報提供ネットワークシステム整備事業
これまで市町村や県で実施している生涯学習事業と資格との関係を述べてきた

が，それは，資格を与える事業，また，それとの関連で学習機会を提供している
という視点によるものであった。
しかし，人々に中には，制度的な資格をはじめいろいろな資格を取得したいと

思っている者も数多くいる筈である。生涯学習事業としてもこれらの人々に対応
しなければならないのは当然である。
その対応の仕方には二つあると思う。その一は，資格取得を目的にして現に通

信教育や図書などにより，学習している人々への援助である。しかし，これには
限界があり，学習の仕方について相談に応じたり，励ましを与える程度である。
その二は，漠然と資格を取得したいと思っている者への資格について情報を提供
することである。
資格情報提供については，いろいろな方法はある力:，文部省が奨励している生

涯学習情報提供システム整備事業の中で進めることが効率的・効果的であると思
う。
これらの事業は，既に全国で27県で実施していると聞くが，秋田県では平成６

年度から「生涯学習情報提供ネットワークシステム整備事業」に着手した。この
全体構想は省略するが，県生涯学習センターに，ホストコンピューターを導入し，
市町村等の端末機と結び，県民に生涯学習に関する情報を迅速で的確に提供する
ものである。
提供する情報の内容は，９分野を考えているが，この中に「各種資格等」も入
れることにしている。
各種資格等の分野の様式は,「生涯学習情報の分類と様式の標準化について｣(全

国の生涯学習情報のシステム化に関する調査研究協力者会議の審議とりまとめ」
の「各種資格等に関する情報の様式」を参考にし検討中である。
スキーマー表は，資格の名称，内容，取得条件など９項目を考えている。
データの収集範囲は，現在のところ，国･県･団体等力:実施している国家試験・

検定試験などと，資格に関する諸出版物・通信教育などの情報を中心に，検討し
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ているが，どの程度盛り込むかという難しい問題をかかえている。
学習者のニーズを中心にすることは，もちろん大切ではあるが，現在は多くの
資格ガイドブックなどが出版されているし，また，資格取得にまつわるトラブル
など風聞する今日であるから，範囲や内容についての選択は十分研究して決定す
る必要があると思う。

I I I む す び

生涯学習事業と資格との関係について，秋田県の事例を中心に，述べてきたが，
幾つかの課題が考えられる。
第一は，資格は，与える資格と評価する資格とに分けられるとするならば，与
える資格を目的にしている学習者に対していかなる生涯学習事業を構築したらよ
いか，いいかえると個人学習に公的機関がどういう形で援助するべきかを考える
必要がある。
また，生涯学習事業の評価として資格をみるとするならば，更にその資格を社

会などに役立てるように発展させるために，内容や時間数など十分吟味した学習
プログラムにし，その学習の成果としての資格が広く認知されるように努める必
要がある。
第二は，これまで資格の取得は，学校教育中心に，あるいは学校教育的な手法
によるものが多かった。制度的な資格の中には，この形を変えることのできない
ものもあるが，生涯学習社会の中での資格とは何か，新しい時代における資格と
は何かということを，今一度問うてみながら整理し，それに従って生涯学習事業
との関係を考える必要がある。
この他にもいろいろな課題があると考えられる力ざ，以上の二点を提言してこの

稿を閉じることにする。


